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貸借対照表 （単位：百万円、単位未満切り捨て）

資産の部

科目 2016年度 2017年度 2018年度 増減（前年比較）

Ⅰ 固定資産 1,261,334 1,274,020 1,284,738 10,717

土地 886,506 886,664 886,864 199 ①

減損損失累計額 △ 3,072 △ 3,072 △ 3,072 -

建物 361,519 409,472 426,118 16,645 ②

減価償却累計額 △ 159,881 △ 172,876 △ 186,136 △ 13,259

減損損失累計額 △ 311 △ 909 △ 800 108

構築物 33,637 34,940 35,823 883 ②

減価償却累計額 △ 14,663 △ 15,766 △ 16,861 △ 1,094

減損損失累計額 △ 2 △ 2 △ 2 -

工具器具備品 228,513 239,836 244,398 4,562 ③

減価償却累計額 △ 182,174 △ 197,444 △ 205,852 △ 8,407

図書 43,904 44,227 44,515 288

美術品・収蔵品 3,108 3,110 3,118 8

建設仮勘定 33,358 15,406 21,152 5,745 ④

特許権 727 776 796 19

借地権 491 470 470 -

ソフトウェア 430 369 270 △ 99

投資有価証券 27,530 25,340 26,198 857 ⑤

その他 1,712 3,477 7,736 4,258

Ⅱ 流動資産 147,054 146,799 139,793 △ 7,005
現金及び預金 110,696 122,701 106,057 △ 16,644 ⑥

未収学生納付金収入 196 214 193 △ 20

未収附属病院収入 9,057 9,123 9,066 △ 57

徴収不能引当金 △ 537 △ 531 △ 545 △ 14

未収入金 6,950 10,028 8,167 △ 1,860

有価証券 19,420 3,901 15,147 11,246 ⑤

医薬品及び診療材料 804 707 773 66

その他 466 654 932 278

資産合計 1,408,388 1,420,820 1,424,532 3,711

貸借対照表とは、決算日（3月31日）における資産、負債、純資産の状況を記載することで、財政状況を明らかにするものです。

① 柏キャンパス東側用地の計画的取得により増加しています。 ④ 目白台国際宿舎の新設により増加しています。

② クリニカルリサーチセンターA棟Ⅱ期、（柏Ⅱ）産学官民連携 ⑤ 残高が1年未満となった有価証券を固定資産から流動資産へ

施設（仮称）の竣工等により増加しています。 振り替えたことにより減少している一方、寄付による新規

取得により増加しています。

③ 研究及び受託研究、診療用設備等の取得により増加していま

す。 ⑥ ファンド運用の開始及び出資金の増額により減少しています。
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（単位：百万円、単位未満切り捨て）

負債の部

科目 2016年度 2017年度 2018年度 増減（前年比較）
Ⅰ 固定負債 176,443 181,946 186,803 4,857

資産見返負債 120,729 111,660 107,557 △ 4,103

借入金 39,872 55,888 57,714 1,825 ⑦

長期未払金 14,516 13,119 19,897 6,778 ⑧

その他 1,324 1,277 1,634 357

Ⅱ 流動負債 107,185 106,535 112,873 6,337

運営費交付金債務 1,459 2,812 3,889 1,077 ⑨

寄附金債務 46,933 44,301 50,465 6,163 ⑩

前受受託研究費等 7,278 7,847 9,608 1,761

一年内返済予定借入金 3,737 3,463 3,513 50

未払金 43,567 44,494 41,340 △ 3,154

その他 4,208 3,617 4,055 437

負債合計 283,628 288,481 299,677 11,195

純資産の部

科目 2016年度 2017年度 2018年度 増減（前年比較）
Ⅰ 資本金 1,045,235 1,045,214 1,045,214 -

政府出資金 1,045,235 1,045,214 1,045,214 -

Ⅱ 資本剰余金 13,855 20,371 15,122 △ 5,248

資本剰余金 144,854 160,950 164,316 3,366 ⑪

損益外減価償却累計額（－） △141,402 △150,211 △ 158,938 △ 8,726

損益外減損損失累計額（－） △3,376 △3,984 △ 3,876 108

その他 13,779 13,617 13,620 3

Ⅲ 利益剰余金 65,145 66,216 64,511 △ 1,704

前中期目標期間繰越積立金 61,401 59,804 58,912 △ 892 ⑫

教育研究・組織運営改善積立金 - 1,428 1,944 516

積立金 - 2,316 4,466 2,150

当期未処分利益（未処理損失） 3,744 2,666 △ 812 △ 3,479

Ⅳ その他有価証券評価差額金 523 536 5 △ 530

純資産合計 1,124,760 1,132,338 1,124,854 △ 7,484

負債純資産合計 1,408,388 1,420,820 1,424,532 3,711

⑦ 民間金融機関及び大学改革支援・学位授与機構からの新規借入 ⑩ 寄附金の当年度受入額の増加及び翌年度への繰越により増加
により増加しています。 しています。

⑧ リース資産の支払等により減少した一方、クリニカルリサーチ ⑪ 施設整備費等を財源に固定資産を取得したことにより増加し
センター建設によりPFI債務が増加しています。 ています（図書館改修等）。

⑨ 当年度における一部事業の翌年度への繰越により増加していま ⑫ 前中期目標期間の繰越積立金の使途に基づく取崩により減少
す。 しています。
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損益計算書 （単位：百万円、単位未満切り捨て）

科目 2016年度 2017年度 2018年度 増減（前年比較）

経常費用

業務費 217,789 225,476 228,132 2,656

教育経費 11,857 12,724 12,082 △ 641 ①

研究経費 40,681 41,321 40,909 △ 412

診療経費 29,559 31,518 34,319 2,801 ②

教育研究支援経費 3,463 4,420 3,731 △ 689

受託研究費等 35,758 37,752 38,079 326

人件費 96,469 97,739 99,010 1,271 ③

一般管理費 5,476 5,930 6,825 895

財務費用 658 553 580 27

支払利息 642 538 507 △ 30

その他 15 15 72 57

雑損 105 129 233 103

経常費用合計 224,029 232,089 235,772 3,682

経常収益

運営費交付金収益 74,077 75,734 76,273 539 ④

学生納付金収益 16,357 16,472 16,485 12

附属病院収益 47,975 47,558 49,500 1,942 ⑤

受託研究等収益 44,476 47,484 48,111 626

研究関連収益 5,313 5,127 5,099 △ 28

寄附金収益 8,181 11,299 8,796 △ 2,503

補助金等収益 9,066 8,096 8,416 319

その他 21,929 22,976 21,805 △ 1,171

経常収益合計 227,377 234,749 234,487 △ 262

経常利益（損失） 3,348 2,660 △ 1,284 △ 3,945

臨時損失合計 527 463 405 △ 58

臨時利益合計 507 363 379 16

当期純利益（損失） 3,328 2,560 △ 1,310 △ 3,870

目的積立金取崩額 416 106 498 391

当期総利益（損失） 3,744 2,666 △ 812 △ 3,479

損益計算書とは、1事業年度(4月1日から翌年3月31日)における運営状況を明らかにするものです。

① 補助金プロジェクトの終了に伴う諸謝金の減等により減少して ④ 前期からの繰越及び当期交付額が増加したことにより増加
います。 しています。

② 医薬品の購入増加及び減価償却費の増等により増加しています。 ⑤ 入院収益の増等により増加しています。

③ 人事院勧告による特例一時金の支給等により増加しています。



本学は､業務活動で獲得した資金を同活動の他､施設･設備投資や借入金返済にも充てている資金状態が見えます。
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キャッシュ・フロー計算書 (単位：百万円、単位未満切り捨て)

科目 2016年度 2017年度 2018年度 増減（前年比較）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出 △83,070 △87,058 △ 89,861 △ 2,803
人件費支出 △105,547 △104,974 △ 108,268 △ 3,294
その他の業務支出 △4,839 △5,205 △ 6,167 △ 961
運営費交付金収入 81,175 81,923 81,393 △ 530
学生納付金収入 14,819 14,845 15,035 190

附属病院収入 47,863 47,460 49,519 2,059

受託研究等収入 45,109 46,833 48,765 1,932

補助金等収入 10,167 11,065 10,751 △ 314
寄附金収入 9,693 9,090 10,955 1,864

その他収入 10,847 10,901 11,495 593

小計 26,221 24,883 23,617 △ 1,265
国庫納付金の支払額 △149 - - -

業務活動によるキャッシュ・フロー 26,071 24,883 23,617 △ 1,265

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △71,405 △12,004 △ 3,004 9,000

有価証券の売却による収入 62,776 30,018 5,795 △ 24,223
有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 △33,696 △46,917 △ 29,306 17,611

有形固定資産及び無形固定資産の売却による収入 4,487 85 145 60

定期預金等への支出 △186,100 △214,000 △ 175,000 39,000

定期預金等の払戻による収入 180,600 227,000 172,000 △ 55,000
施設費による収入 7,527 8,207 6,744 △ 1,463
施設費の精算による返還金の支出 - - - -

その他の投資支出 △903 △1,885 △ 15,352 △ 13,467
小計 △36,715 △9,496 △ 37,978 △ 28,481
利息及び配当金の受取額 388 334 401 66

投資活動によるキャッシュ・フロー △36,326 △9,161 △ 37,577 △ 28,415

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 14,533 19,478 5,339 △ 14,139
長期借入金の返済による支出 △770 △492 △ 560 △ 68
リース債務の返済による支出 △3,712 △4,301 △ 3,889 411

その他の財務支出 △1,569 △1,593 △ 3,157 △ 1,564
大学改革支援・学位授与機構債務負担金の返済による支出 △3,441 △3,245 △ 2,902 343

小計 5,038 9,846 △ 5,171 △ 15,017
利息の支払額 △649 △563 △ 513 49

財務活動によるキャッシュ・フロー 4,389 9,283 △ 5,684 △ 14,967
Ⅴ 資金増加額（又は減少額） △5,866 25,005 △ 19,644 △ 44,649
Ⅵ 資金期首残高 66,062 60,196 85,201 25,005
Ⅶ 資金期末残高 60,196 85,201 65,557 △ 19,644

キャッシュ・フロー計算書とは、1事業年度(4月1日から翌3月31日)における活動を業務活動・投資活動・財務活動の3つの区分に分けて、資金の流れを明らかにするものです。

投資活動
将来の運営基盤を
確立するための

資金状態

財務活動
借入及び
返済等の
資金状態

業務活動
通常の

業務実施に係る
資金状態



2018年度の経常費用･経常収益を見ると､大学全体では､経常費用の4割以上を人件費が占めており､事業の根幹である教育経費･研究経費は全体の
約4分の1に留まっていることが分かります｡また､財源として､国からの運営費交付金や学生からの学生納付金収入のほか､獲得した競争的資金や診
療患者からの附属病院収入など､多様な財源が充てられていることが分かります。

※1 本データは発生主義会計を基礎としています。
※2 経常費用｢その他｣には､財務費用及び雑損が含まれます。

※3 経常収益｢その他｣には､施設費収益､財務収益及び雑益が含まれます。
※4 科学研究費助成事業等の直接経費については､研究者個人に交付されるため､上記データには含みません。

東京大学の財務構造

2018事業年度財務情報

経常費用
2,357億円

教育経費
120億円(5.1％)

その他
8億円(0.3％)

診療経費
343億円(14.6％)

教育研究支援経費
37億円(1.6％)

受託研究費等
380億円(16.1％)

研究経費
409億円(17.4％)

一般管理費
68億円(2.9％)

運営費交付金収益
762億円(32.5％)

その他
90億円(3.9％)

学生納付金収益
164億円(7.0％)

受託研究等収益等
481億円(20.5％)

資産見返負債戻入
127億円(5.4％)

附属病院収益
495億円(21.1％)

研究関連収益
50億円(2.2％)

補助金等収益
84億円(3.6％)

寄附金収益
87億円(3.8％)
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人件費
990億円(42.0％)

経常収益
2,344億円



運営費交付金収益 46億円（27.9％）

学生納付金収益 1億円（1.0％）

受託研究等収益等 43億円（26.0％）

寄附金収益 6億円（3.8％）

補助金等収益 13億円（8.2％）

研究関連収益 3億円（1.9％）

資産見返負債戻入 6億円（4.1％）

その他 44億円（27.1％）

人件費 74億円（45.8％）

教育経費 25億円（15.4％）

研究経費 19億円（12.1％）

受託研究費等 4億円（2.6％）

教育研究支援経費 0億円（0.1％）

一般管理費 36億円（22.3％）

その他 2億円（1.7％）

運営費交付金収益 380億円（40.0％）
学生納付金収益 163億円（17.1％）
受託研究等収益等 227億円（24.0％）
寄附金収益 45億円（4.8％）
補助金等収益 36億円（3.8％）
研究関連収益 24億円（2.6％）
資産見返負債戻入 49億円（5.2％）
その他 23億円（2.5％）

本学は､学部･研究科､附置研究所､センター､附属病院など､様々な組織から構成されており､それぞれの規模や業務内容によって財務構造が異なり
ます｡そこで､東京大学全体の総額から類型の組織についてグループ集計をしました。

経常費用を見ると､人件費や教育･研究経費の割合が高い構造､経常収益を見ると､運営費交付金収益の占める割合が高い構造のほか､受託研究収益
など競争的資金の占める割合が高い構造など､類型によって財務構造が大きく異なっていることが分かります。

なお､人文･社会科学や自然科学などの組織に分けると､更に構造が異なります。

学部･研究科

経常収益

950億円

附置研究所･センター

経常費用

163億円
経常収益

170億円

附属病院

法人共通
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人件費 488億円（51.9％）
教育経費 93億円（9.9％）
研究経費 149億円（15.9％）
受託研究費等 193億円（20.6％）
教育研究支援経費 0億円（0.1％）
一般管理費 14億円（1.5％）
その他 1億円（0.1％）

経常費用

941億円

人件費 190億円（31.9％）
教育経費 1億円（0.3％）
研究経費 213億円（35.9％）
受託研究費等 145億円（24.4％）
教育研究支援経費 34億円（5.7％）
一般管理費 9億円（1.7％）
その他 0億円（0.1％）

経常費用

595億円

運営費交付金収益 288億円（48.9％）

学生納付金収益 0億円（0.0％）

受託研究等収益等 164億円（28.0％）

寄附金収益 16億円（2.7％）

補助金等収益 28億円（4.9％）

研究関連収益 21億円（3.7％）

資産見返負債戻入 57億円（9.8％）

その他 11億円（2.0％）

経常収益

588億円

人件費 236億円（36.0％）
教育経費 0億円（0.1％）
研究経費 25億円（3.9％）
受託研究費等 37億円（5.7％）
教育研究支援経費 2億円（0.4％）
診療経費 343億円（52.2％）
一般管理費 7億円（1.2％）
その他 3億円（0.5％）

経常費用

656億円

運営費交付金収益 48億円（7.5％）
受託研究等収益等 45億円（7.1％）
寄附金収益 20億円（3.2％）
補助金等収益 5億円（0.9％）
研究関連収益 1億円（0.2％）
附属病院収益 495億円（77.4％）
資産見返負債戻入 13億円（2.2％）
その他 9億円（1.5％）

経常収益

639億円



8,943 8,943 8,943 8,949 8,932 8,913 8,875 8,896 8,869 8,869 8,856 8,854 8,834 8,835 8,837 

3,386 3,356 3,315 3,251 3,240 3,254 3,257 3,307 3,309 3,352 3,346 3,426 3,476 3,607 3,661 
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有形固定資産（土地） 有形固定資産（土地以外） 現預金及び有価証券 その他

土地………………………8,837億円（62.0％）
建物及び構築物…………2,581億円（18.1％）
工具器具備品 等…………  391億円（2.8％）
図書及び美術品 等………  476億円（3.3％）
建設仮勘定…………………211億円（1.5％）
現金及び預金……………1,060億円（7.5％）
有価証券……………………417億円（2.9％）
未収入金……………………168億円（1.2％）
その他………………………  99億円（0.7％）

資産の推移

その他の財務情報

2018事業年度財務情報

(億円)

(年度)

資産の構成

単位未満を切り捨てているため､合計額が一致しない場合があります。

土地………………………8,943億円（68.8％）
建物及び構築物…………2,221億円（17.1％）
工具器具備品 等…………  560億円（4.3％）
図書及び美術品 等………  424億円（3.3％）
建設仮勘定…………………180億円（1.4％）
現金及び預金………………429億円（3.3％）
有価証券……………………140億円（1.1％）
未収入金……………………  59億円（0.5％）
その他………………………  29億円（0.2％）

2004年度末
資産総額

1兆2,988億円
2018年度末
資産総額

1兆4,245億円

7
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建物・構築物取得価額 減価償却累計額 期末価額

建物・構築物の推移

(億円)

(年度)

(年度)

PFI事業

工具器具備品等※の推移

(億円)

※機械装置､船舶､車両運搬具を含みます。

8

事業名 用途 建物面積（㎡） 契約期間

（駒場Ⅰ）駒場コミュニケーション・プラザ施設整備等事業 教育研究施設、福利厚生施設 9,819    2005.3.29～2019.3.31

（大海研）総合研究棟施設整備等事業 教育研究施設 15,258    2008.3.28～2020.3.31

（本郷）総合研究棟（工学部新３号館）施設整備事業 教育研究施設 26,470    2010.3.8～2024.3.31

（本郷）クリニカルリサーチセンター施設整備事業
（Ａ棟Ⅰ・Ⅱ期他完成）

教育研究施設、レンタルラボ、インキュベーション施設、福利厚生、
サービス施設 35,534    2012.9.25～2033.3.31
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借入金………………………766億円（29.3％）
借入金（産投)……………  360億円（13.8％）
未払金………………………308億円（11.8％）
リース債務…………………190億円（7.3％）
運営費交付金債務…………  18億円（0.7％）
寄附金債務…………………206億円（7.9％）
その他債務…………………  11億円（0.4％）
資産見返負債………………744億円（28.5％）
預り金･引当金 等…………… 8億円（0.3％）

負債の推移

負債の構成

2004年度末
負債総額

2,615億円

2018事業年度財務情報

(億円)

(年度)

※2004年度の借入金(財投)には､産業投資特別会計からの借入金(360億円)が含まれます。

※

9

■借入金(財投) ■借入金(民間) ■未払金 ■リース債務 等 ｝次年度以降の支払債務 ■寄附金債務 ■運営費債務 等 ｝繰越額 等
■資産見返負債 ■その他 ｝国立大学法人特有の負債(資産取得時に計上､減価償却費計上時に取崩)等

借入金………………………612億円（20.4％）
未払金………………………364億円（12.1％）
リース債務…………………  85億円（2.9％）
PFI債務…………………… 166億円（5.6％）
運営費交付金債務…………  38億円（1.3％）
寄附金債務…………………504億円（16.8％）
その他債務…………………107億円（3.6％）
資産見返負債……………1,075億円（35.9％）
預り金･引当金 等…………  41億円（1.4％）

2018年度末
負債総額

2,996億円
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純資産の推移

(億円)

(年度)

利益剰余金の推移

(億円)

目的積立金等の推移

繰越額(前中期)は繰越が承認された事業部分になります。

(億円)
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(年度)

(年度)



教育経費 …………………  120億円（5.1％）
研究経費……………………409億円（17.4％）
診療経費……………………343億円（14.6％）
教育研究支援経費…………  37億円（1.6％）
受託研究費 等……………  380億円（16.1％）
人件費………………………990億円（42.0％）
一般管理費…………………  68億円（2.9％）
その他………………………    8億円（0.3％）

教育経費 …………………… 79億円（4.6％）
研究経費……………………253億円（14.7％）
診療経費……………………248億円（14.5％）
教育研究支援経費…………  36億円（2.1％）
受託研究費 等……………  232億円（13.6％）
人件費………………………791億円（46.1％）
一般管理費…………………  50億円（2.9％）
その他………………………  25億円（1.5％）

経常費用の推移

経常費用の構成

(年度)

2004年度末
経常費用総額

1,718億円

2018事業年度財務情報

2018年度末
経常費用総額

2,357億円
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各費用の推移を見るにあたり､附属病院の業務費の区分方法の変更(2006年度)､間接経費財源による業務費について､受託研究費から目的別｢研究経費｣､｢一般管理費｣､｢人件費｣に
区分計上したこと(2011年度）等により計上が異なることに留意が必要です。
受託研究等に関わる人件費は､受託研究費等に含まれます。

(億円)
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人件費(退職給付を除く)の推移
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(億円)

役員人件費は含まれていません。

大学病院 大学病院 大学病院 大学病院 大学病院 大学病院 大学病院 大学病院 大学病院 大学病院 大学病院 大学病院 大学病院 大学病院 大学病院
2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 (年度)

人件費(退職給付)の推移

役員及び非常勤の本給付は僅少のため､含まれていません。

(億円)
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大学病院 大学病院 大学病院 大学病院 大学病院 大学病院 大学病院 大学病院 大学病院 大学病院 大学病院 大学病院 大学病院 大学病院 大学病院
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寄附金収益 補助金等収益 資産見返負債戻入 雑益及び財務収益 等

運営費交付金収益…………762億円（32.5％）
学生納付金収益……………164億円（7.0％）
附属病院収益………………495億円（21.1％）
受託研究等収益……………481億円（20.5％）
研究関連収益 ……………  50億円（2.2％）
寄附金収益…………………  87億円（3.8％）
補助金等収益………………  91億円（3.9％）
資産見返負債戻入…………127億円（5.4％）
雑益及び財務収益 等……… 83億円（3.6％）

※1｢研究関連収益｣とは､科学研究費助成事業等の間接経費になります。
※2｢補助金等収益｣には､施設費収益が含まれます｡
※3｢資産見返負債戻入｣とは､減価償却見合いの収益になります。

経常収益の推移

経常収益の構成

運営費交付金収益…………861億円（48.7％）
学生納付金収益……………161億円（9.1％）
附属病院収益………………299億円（16.9％）
受託研究等収益……………210億円（11.9％）
研究関連収益 ……………  25億円（1.4％）
寄附金収益…………………  58億円（3.3％）
補助金等収益…………………4億円（0.3％）
資産見返負債戻入…………131億円（7.4％）
雑益及び財務収益 等……… 17億円（1.0％）

(年度)

2004年度末
経常収益総額

1,771億円

※1

※3

※1

※3

※1

※2

2018事業年度財務情報
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※2※2

2018年度末
経常収益総額

2,344億円

※3

(億円)
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国立大学法人機能強化促進費 特殊要因運営費交付金
補正予算

(年度)

運営費交付金の推移

学生納付金収入(入金ベース)の推移

授業料免除

(年度)

2004年度の授業料については､2005年度入学者より前納としなくなったため少額となっています(2004年度入学者の前納分は償却資産として承継)。

14

｢一般運営費交付金｣には附属病院運営費交付金を含み、2009年度以前は標準･特定運営費交付金の合算額としています。
※第3期(2016年度)以降、｢一般運営費交付金｣｢特別運営費交付金｣は｢基幹運営費交付金｣へ区分変更されています。

(億円)

(億円)

授業料免除者数（人） 学生数（人） 授業料免除者割合 授業料免除額（千円）

2016年度
前期 3,265    27,465    11.9%   698,896    

後期 3,594    27,407    13.1%   774,341    

2017年度
前期 3,352    27,449    12.2%   703,101    

後期 3,700    27,453    13.5%   782,177    

2018年度

前期 3,468    27,654    12.5%   678,130    

後期 3,724    27,559    13.5%   731,376    
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外部資金の推移(受入額)

(年度)

間接経費、研究支援経費の推移(受入額)

科学研究費助成事業等※の推移(受入額)

(年度)

(年度)

2018年度科学研究費は､新規採択件数1,483件(採択率37.4％)､新規採択＋継続分件数3,825件となっております(文部科学省公表資料｢研究者が所属する
研究機関別 採択件数･配分額一覧｣より。
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※｢研究支援経費｣とは､国立大学法人において研究を実施するにあたって､研究に直接必要となる経費以外の効果的かつ効率的に研究を行うために必要な管理的経費のことです｡

(億円)

金額は財務諸表上の受入額になります(ただし､補助金ー施設整備費補助金、寄附金ー物品の現物寄附は含まれていません)。
※間接経費､研究支援経費を含みます。
(億円)

金額は財務諸表上の受入額で､開示は2005年度からとなります。
※文部科学省以外から研究者個人に交付された補助金も含みます。

(億円)
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（2019年3月末までの累計）
国内 外国 実施許諾及び譲渡契約

備考
出願件数 保有件数 出願件数 保有件数 実施許諾

件数 収入件数 収入
（千円）

法人化前の発明に基づく特許 319 76 514 5 37 43 92,915 法人化により承継した国有特許を含む。
収入は2002年4月以降の分。

法人化後の発明に基づく特許 6,475 1,831 5,925 1,744 3,899 2,206 5,193,111

計 6,794 1,907 6,439 1,749 3,936 2,249 5,286,026 収入件数及び収入は東京大学TLOにて請求し
た件数、金額を含む。



勘定科目 内 容

有形固定資産 国立大学法人が教育･研究事業を永続的に実施するために必要とする土地、建物等の施設や設備(固定資産)。その重要

性に鑑みて多くの一般企業とは異なり、固定資産が流動資産より上に配置されている。

減損損失累計額 固定資産の利用実績が取得時に想定した使用計画に比べ著しく低下し、回復の見込みがないと認められる場合に、当該

固定資産の価額を回収可能サービス価額まで減少させる会計処理により資産の価額を減少させた額の累計額。企業会計

が収益からの回収可能性で判断するのに対し、国立大学法人会計では利用可能性で判断する。

その他の有形固定

資産

図書、工具器具備品、車両運搬具等が該当。

その他の固定資産 無形固定資産(特許権等)、投資その他の資産(投資有価証券等)が該当。

現金及び預金 現金(通貨及び小切手等の通貨代用証券)と預金(普通預金、当座預金及び一年以内に満期又は償還日が訪れる定期預金

等)の合計額。

その他の流動資産 未収附属病院収入、未収学生納付金収入、医薬品及び診療材料、たな卸資産等が該当。

資産見返負債 運営費交付金で建物などの償却資産を購入した場合、償却期間が完了するまで、財源となった運営費交付金債務を一旦

全額振り替える調整科目。対象となる財源は他に寄附金、補助金等。

大学改革支援・学位

授与機構債務負担金

国立大学の法人化前、附属病院の施設整備費の支払いのため国が負った借入金(財政融資資金借入金)の残額。旧国立学

校特別会計から独立行政法人大学改革支援･学位授与機構(当時は(独)国立大学財務･経営センター)が承継し、国立大学

法人等が債務を負担することとされた相当額。

長期借入金等 事業資金の調達のため国立大学法人等が借り入れた長期借入金、PFI債務、長期リース債務等が該当。

引当金 将来発生する大きな損失や費用に備えて、あらかじめ当期費用として繰り入れて準備をしておく見積額。退職給付引当

金、環境対策引当金等が該当。

運営費交付金債務 運営費交付金の未使用相当額。運営費交付金は中期目標･中期計画を実行するために国から措置される財源であり、国

立大学法人が受領したときには｢運営費交付金債務｣と負債勘定に計上する。

政府出資金 国からの出資相当額。法人化した際の政府出資金の中身は土地や建物などの固定資産。

資本剰余金 資本金および利益剰余金以外の純資産科目。国から交付された施設費等により取得した資産(建物等)は、国立大学法人

の財産的基礎を構成する資産とみなされ、取得した際に資本剰余金勘定に振り替えられる。

損益外減価償却

累計額

講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が予定されない資産の減価償却費の累計額。

財務諸表を通して実質的な財産的基礎の減少程度を見せることで、当該資産の更新に係る必要額を表している。

損益外減損損失

累計額

国立大学法人等が中期計画等で想定した業務を行ったにもかかわらず生じた減損損失の累計額。

東京大学の財務諸表について

2018事業年度財務情報

1.国立大学法人の財務状況を表す｢貸借対照表｣

東京大学をはじめとする国立大学法人の財務諸表は企業会計を一部修正した国立大学法人特有の会計ルー
ル(国立大学法人会計基準)に基づいて作成しております。特有の会計ルールを定めているのは、国立大学法
人ならではの制度設計と、企業や他の公益法人とは財務構造が異なるため、企業会計をそのまま適用すれば、
本来伝えるべき会計情報が正確に伝わらない、あるいは歪められた形で提供されかねないからです。そのた
め、一般企業の財務諸表では見受けられない計算書や勘定科目を使用しております。

｢貸借対照表｣とは期末時点(3月31日現在)で国立大学法人が保有する資産と負債の一覧表です。大学が所有する資産(教育･研
究活動に必要な建物や研究機器)を左側、その調達方法である負債(他人資本)と資本(自己資本)を右側に記載し、左右バランス
をしております。

主な勘定科目の内容は以下のとおりです。
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勘定科目 内 容

損益外有価証券

損益累計額(確定)

国立大学法人が、産業競争力強化法第21条に基づき、特定研究成果活用支援事業を実施することで得られる有価証券

に係る財務収益、売却損益の累計額。

損益外有価証券損

益累計額(その他)

国立大学法人が、産業競争力強化法第21条に基づき、特定研究成果活用支援事業を実施することで得られる有価証券

に係る投資事業組合損益、関係会社株式評価損の累計額。

損益外利息費用

累計額

講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が予定されない資産に係る資産除去債務についての時の経

過による調整額。

利益剰余金 国立大学法人等の業務に関連して発生した剰余金。

2.国立大学法人の運営状況を表す｢損益計算書｣
国立大学法人の使命は中期目標、中期計画で書かれている教育･研究事業を行うことです。損益計算書は、そのとおり事業が

行われたかを表す計算書と位置づけられております。そのため、大学の活動に要した経費を費用、活動のための財源を収益と位
置づけ、行うべき事業を予定通り行った場合は、損益均衡になる仕組みが取られています。

そのため、国立大学法人の損益計算書は経営成績を示す報告書ではなく、運営状況を表す活動報告書と位置づけられ、費用と
収益の差額である利益は経営努力の結果(計画よりさらに節減努力をした、自己収入を獲得した)を示しています。

主な勘定科目の内容は以下のとおりです。

勘定科目 内 容

業務費 国立大学法人等の業務に要した経費

教育経費 国立大学法人等の業務として学生等に対し行われる教育に要した経費

研究経費 国立大学法人等の業務として行われる研究に要した経費

診療経費 国立大学附属病院における診療報酬の獲得が予定される行為に要した経費

教 育 研 究 支援

経費

附属図書館、情報基盤センター等の特定の学部等に所属せず、法人全体の教育及び研究の双方を支援するために設置さ

れている施設又は組織であって、学生及び教員の双方が利用するものの運営に要する経費

人件費 国立大学法人等の役員及び教職員の給与、賞与、法定福利費等の経費

一般管理費 国立大学法人等の管理その他業務を行うために要した経費

財務費用 支払利息等

運営費交付金収益 運営費交付金のうち、当期の収益として認識した相当額

学生納付金収益 授業料収益、入学金収益、検定料収益の合計額

その他の収益 受託研究等収益、寄附金収益、補助金等収益等

資 産 見 返 負債

戻入

建物などの償却資産の減価償却を行う都度、減価償却額と同額を資産見返負債から資産見返戻入(収益科目)に振り替え

る調整科目(費用･収益を均衡させるために必要)。対象は資産見返負債に計上した財源。

臨時損益 固定資産の売却(除却)損益、災害損失等

目 的 積 立 金取

崩額

目的積立金とは、前事業年度以前における剰余金(当期総利益)のうち、文部科学大臣が承認をした額のことであるが、

それから取り崩し(執行)を行った額

3.国立大学法人のお金の流れを表す｢キャッシュ･フロー計算書｣
キャッシュ･フロー計算書とは、貸借対照表、損益計算書では読み取れないお金の流れを表す計算書です。一定の期間に｢入っ

てくるお金｣と｢出て行くお金｣を用途別に分類し、増減要因と資金残高を示す報告書でもあります。
それぞれの区分の内容は以下のとおりです。
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4.国立大学法人の利益処分等

※キャッシュ･フロー計算書が示すお金の流れ(民間企業との違い)
民間企業のキャッシュ･フロー：
営業活動 → 投資活動 → 財務活動(営業活動で得られた利益はまず投資)
国立大学法人のキャッシュ･フロー：
業務活動 → 財務活動 → 投資活動(業務活動で得られた利益はまず借金返済)

区 分 内 容

業務活動によるキャッシュ･フロー 原材料､商品又はサービスの購入による支出、人件費支出及び運営費交付金収入等、

国立大学法人等の通常業務の実施に必要な資金の受払状況を表す

投資活動によるキャッシュ･フロー 固定資産や有価証券の取得･売却等による収入･支出等の将来の運営基盤の確立に必要

な投資や資金の受払状況を表す

財務活動によるキャッシュ･フロー 増減資による資金の収入･支出、債券の発行･償還及び借入れ･返済による収入･支出等

の資金状況を表す

資金に係る換算差額 外貨建て取引を円換算した場合の差額相当額

○毎事業年度の処理(中期目標期間内)
国立大学法人は、計画どおり業務を行えば損益が均衡する仕組みとなりますが、業務運営のインセンティブを付与する仕組

みから、計画に比して効果･効率的に業務を実施し、自己収入増や費用の節減など経営努力により利益が生じます。この利益
について、文部科学大臣に剰余金の使途の承認申請を行い承認を受けた金額は次年度以降に繰り越し、中期計画に記載された
金の使途に充てることが可能になっています。

この経営努力として承認された利益は目的積立金となり、その他の利益が積立金となります。なお、損失が生じた場合には、
この積立金を取崩すこととなります。

○中期目標期間最終年度
中期目標期間の最終事業年度は、通常の事業年度と異なり、積立金処分という手続きが必要となります。最終事業年度の貸

借対照表の目的積立金や積立金、前中期目標期間繰越積立金の残高を全て積立金として整理し、当期未処分利益を含めた積立
金の処分を行います。

具体的には、当該積立金を次期中期目標期間に繰り越す合理的な理由があるかどうかについて、財務大臣との協議の上で文
部科学大臣が繰越承認を行うという制度になっています。文部科学大臣の承認を得たものに限り、次期中期目標期間繰越積立
金(前中期目標期間繰越積立金)として次期中期計画に定めた積立金の使途に従って使用することが認められ、それ以外のもの
については国への返還が求められます。

積
立
金 次期中期

目標期間
繰越

国庫納付

〇中期目標期間最終年度

繰
越
協
議

原則、未使用の積立金は国庫に返納
合理的理由があれば次期へ繰越可能※前期繰越損失がある場合

当
期
総
利
益

損
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補
填

当
期
未
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分
利
益

目的
積立金
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〇毎事業年度の処理（中期計画期間内）
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